
漁場環境モニタリング まめ知識 

漁場改善計画に関する問い合わせ先 

都道府県庁の水産担当 

社団法人 日本水産資源保護協会 03-3534-0681 

水産庁増殖推進部栽培養殖課 03-3502-8111（内線7366） 

このパンフレットは、水産庁委託事業「平成18年度養殖漁場環境保全推進委託事業」  
により（社）日本水産資源保護協会において作成したものです。 

■ 溶存酸素量 
 水中に溶解している酸素量のことで、DO(Dissolved Oxygen)と表記されます。 
 一般的に魚介類が生存するためには3mg/L以上、好気性微生物が活発に活動するためには
2mg/L以上が必要とされています。 
 農林水産大臣が定めた持続的な養殖生産の確保を図るための基本方針では『いけす等の施
設内の水中における溶存酸素量が、4.0ｍL/L（5.7mg/L）を上回っていること』が改善目標
として定められています。溶存酸素は比較的取り扱いが簡単な計測器で測定することができ
ます。 
  

■ 全硫化物 
 有機物の分解に伴い酸素が消費され、嫌気的な状態（酸素が少ない状態）になると、底質
中の硫化物が増加します。 
 硫化物は生物に対して強い毒性を有するため、この値が高い場合、底生生物などの生息が
困難となります。0.2 mgS/g乾泥が漁場環境を保つ上での目安といわれています。 
 

■ 底生生物 
 底生生物とは水底を生息場所とする動植物のことで、ベントスともいいます。底生生物は
移動性が小さく、その種類組成や生物量が環境の状態を示す指標となります。 
 養殖漁場では養殖活動に由来する有機物が海底に沈降するとそれが餌として底生生物に摂
取されます。養殖開始当初は底生生物の出現種数や量並びに密度が増加しますが、ある段階
を超えるとこれらの値はいずれも減少し、最終的には無生物となります。 
 農林水産大臣が定めた持続的な養殖生産の確保を図るための基本方針では『いけす等の養
殖施設の直下の水底において、ゴカイ等の多毛類その他これに類する底生生物が生息してい
ること』が改善目標として定められています。  

社団法人日本水産資源保護協会 



どんな魚をどれくらい養殖しているの？
種苗はどこから持ってきているの？ 
どんな餌をどれくらいやっているの？ 

薬はいつ使っているの？ 
自分の生簀のことは分かっているけど、 

 湾全体ではだいじょうぶなの？ 

 漁場の環境を良好な状態で 
維持するとともに 
さらに改善するため 
 みんなで考え、検討し 
実行性のある漁場改善計画を 
作成しましょう  漁場の現状把握

漁場改善計画の作成
漁場環境等の 
変化に伴い  
計画をより良い 
ものに見直し 
ましょう  

改善計画の見直し 
改善計画の実行 

計画は作成した 
ものの・・・ 
という状態に 
なっていませんか？ 
着実に実行していますか？ 
みんなで決めた内容を 
着実に実行・チェックし、 
成果につなげていきましょう

漁場環境の再評価 

計画の実行による効果が 
現れていますか？ 
水質は？底質は？ 
そして歩留まりは？ 
新たな課題が生じてませんか  

養殖魚の品質向上 
安全・安心な水産物の安定供給 

経営の向上・安定

◆漁場利用の実態と変遷を把握
します。養殖魚種・量、餌の種
類と量、歩留まりの変化、病気
の発生状況等を整理し、課題
を抽出します 

◆関係者により漁場改善に関す
る合意を形成します。問題点
を関係者が認識し、漁場改善
の必要性に関する認識を共
有することが重要です。 

◆対象とする範囲や対象となる
生物に応じた計画を作成する
必要があります。 

◆漁場の調査データ等により漁
場の現状を評価します。 

◆評価の結果※に基づき、地域の
特性を踏まえた改善目標を設
定します。 

※現状が良好であると評価され
た場合には、現状を維持する
こと、現状をさらに良くすること
が目標となります。 

◆作成した改善計画を申請し、
認定を受けます。（主に県が
申請の窓口です）  

◆計画に定めた事項を適正に実
行します。 

◆漁場の定期的なモニタリング
を行います。 

◆モニタリング結果に基づく漁
場の評価を繰り返します。  

漁場利用の実態把握、課題の抽出 

漁場改善に関する合意形成 

関係機関との調整、推進体制づくり 

対象水域（範囲）、対象生物の決定 

調査データ等による現状評価 

改善目標の設定  

改善策の立案  

計画の実行・対策の実施 

モニタリング 

状態の評価  

改善計画作成 

定期的な見直し  



　漁場改善計画を作成し認定を受
け、適切に運用することによって、
次のような支援や助成を受けるこ
とができます。  

(1) 
 
 
 
(2)  
 
 
 
(3) 
 
 
 
 
 
 
(4)   

漁業共済における「養殖共済」
又は「特定養殖共済」の掛金が
10％割引されます。 
 
「養殖共済」又は「特定養殖共済」
の掛金に一定率の助成が、受け
られます 。 
 
沿岸漁業改善資金助成法施行規
則の「経営等改善資金」のうち「環
境対応型養殖推進資金」漁場改
善計画に基づく取り組み（必要な
施設・機器等の購入・設置）の貸付
限度額が2,000万円となります。 
 
強い水産業づくりの交付金のうち、
経営改善目標における施設整備
については、優先配分扱いとなり
ます 。 
 
※支援や助成を受けるには、一定の条件を満
たしていることが必要です。 
詳細は、各都道府県担当窓口まで。 

◆漁場利用の実態と変遷を把握
します。養殖魚種・量、餌の種
類と量、歩留まりの変化、病気
の発生状況等を整理し、課題
を抽出します 

◆関係者により漁場改善に関す
る合意を形成します。問題点
を関係者が認識し、漁場改善
の必要性に関する認識を共
有することが重要です。 

◆改善計画を作成し、確実に運用していく
ためには、関係機関との調整、推進体制
づくりが重要です。漁業協同組合の中
に協議会を設けるなどの例があります。  

◆対象とする範囲や対象となる
生物に応じた計画を作成する
必要があります。 

◆漁場の調査データ等により漁
場の現状を評価します。 

◆評価の結果※に基づき、地域の
特性を踏まえた改善目標を設
定します。 

※現状が良好であると評価され
た場合には、現状を維持する
こと、現状をさらに良くすること
が目標となります。 

◆作成した改善計画を申請し、
認定を受けます。（主に県が
申請の窓口です）  

◆改善目標は、溶存酸素量や硫化物など
の水質・底質の状態、底生生物の生息状
況などを用いて設定します。 

◆改善目標を達成す
るための具体的な
改善方策や実施期
間を明らかにします。 

◆改善方策の実施体制、
チェック体制を整え
ます。  

◆計画に定めた事項を適正に実
行します。 

◆漁場の定期的なモニタリング
を行います。 

◆モニタリング結果に基づく漁
場の評価を繰り返します。  

◆改善計画の対象期間は、区画漁業権の
見直しが行なわれる5ヵ年が基本です。
地域の特性に応じて期間を短縮したり、
延長するなど適切な見直しに努めます。  

漁場利用の実態把握、課題の抽出 

漁場改善に関する合意形成 

関係機関との調整、推進体制づくり 

対象水域（範囲）、対象生物の決定 

調査データ等による現状評価 

改善目標の設定  

改善策の立案  

計画の実行・対策の実施 

モニタリング 

状態の評価  

改善計画作成 

定期的な見直し  
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鹿児島県東町漁業協同組合では、国内
でいち早く漁場改善計画を作成すると
と品質向上、な努力が重ねられていま
す。漁業協同組合管理のもと、養殖さ
れ出荷されるブリは「鰤王」と呼ばれ、
信頼のブランドとして国内外に出荷さ
れています。  

　また東町漁協は、全国に先駆けて、営漁指導部門を独立した課とし、魚類防疫士、薬剤師
を職員として配置するとともに、情報のより迅速な伝達を目指すほか、鹿児島大学との共同
による養殖環境保全研究、飼料、添加剤などの実験など先導的な取組みが続けられています。  

鹿児島県 東町漁業協同組合の取組み 

漁協の窓に 
表示された 
今日の水質 
（水温・酸素） 

東町漁協パンフレット・ホームページより 

東町漁協ホームページより 鹿児島大学水産学部・東町漁協資料 

配合飼料EP 

数種類に統一した餌を使うことで「品質の均一」を
計ります。 

計算された栄養組成の餌を与えることで、製品の「栄
養価を明らか」にします。 

EPA・DHA・POA、タウリン、ビタミンB1・B2を
豊富に含む、食品としての「機能性の高さ」を誇り
ます。 

水揚げ後の鮮度保持処理、餌のコントロールによ
って製品自体の「鮮度保持力」を高めます。 

■　

　 

■　

　 

■　

　　

　 

■ 

水温、酸素量、水質、底質を把握することで、「飼
育環境が明らか」になります。 

飼育環境を明らかにすることで、「安全な漁場」で
飼育されていることが分かります。 

消費者にも種苗の導入から出荷までの「飼育履歴
が明らか」になります。 

ワクチン処理によって「抗菌剤使用ゼロ」の早期
実現を目指します。 

投薬指示箋に基づく「投薬歴を明らか」にします。 

■　

　 

■　

　 

■　

　　 

■　

　 

■ 

漁場環境のモニタリングを定期的に実施することで、
「漁場の安全性」が明らかになります。 

消費者がパーチラベルからホームページをたどり、「産
地や生産者を確認」できます。 

■　

　 

■　 

安  全

信  頼

品  質

安  全

信  頼

品  質

養殖天気図 

■ 溶存酸素量 
　水中に溶解している酸素量のことで、DO(Dissolved Oxygen)と表記されます。 
　一般的に魚介類が生存するためには3mg/L以上、好気性微生物が活発に活動するためには
2mg/L以上が必要とされています。 
　農林水産大臣が定めた持続的な養殖生産の確保を図るための基本方針では『いけす等の施
設内の水中における溶存酸素量が、4.0ｍL/L（5.7mg/L）を上回っていること』が改善目標
として定められています。溶存酸素は比較的取り扱いが簡単な計測器で測定することができ
ます。 
  
■ 全硫化物 
　有機物の分解に伴い酸素が消費され、嫌気的な状態（酸素が少ない状態）になると、底質
中の硫化物が増加します。 
　硫化物は生物に対して強い毒性を有するため、この値が高い場合、底生生物などの生息が
困難となります。0.2 mgS/g乾泥が漁場環境を保つ上での目安といわれています。 
 
■ 底生生物 
　底生生物とは水底を生息場所とする動植物のことで、ベントスともいいます。底生生物は
移動性が小さく、その種類組成や生物量が環境の状態を示す指標となります。 
　養殖漁場では養殖活動に由来する有機物が海底に沈降するとそれが餌として底生生物に摂
取されます。養殖開始当初は底生生物の出現種数や量並びに密度が増加しますが、ある段階
を超えるとこれらの値はいずれも減少し、最終的には無生物となります。 
　農林水産大臣が定めた持続的な養殖生産の確保を図るための基本方針では『いけす等の養
殖施設の直下の水底において、ゴカイ等の多毛類その他これに類する底生生物が生息してい
ること』が改善目標として定められています。  


